
国勢調査速報値に基づく浜松市の人口動態と地域情勢 
 

2026年7月 
一般財団法人しんきん経済研究所 

研究員　山下和記 
 

Ⅰ　国勢調査における浜松市の人口 
2025年10月1日に実施された国勢調査の速報値によると、浜松市の人口は765,750人となった。 
前回調査と比較して▲24,968人となり、2005年調査時の804,032人をピークに減少が続いている。 

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査（各年10月1日現在） 
 

2025年国勢調査 合計 男性 女性 

浜松市 765,750 379,632 386,118 

浜松市中央区 591,381 293,632 297,749 

浜松市浜名区 150,707 74,473 76,234 

浜松市天竜区 23,662 11,527 12,135 
 
 
Ⅱ　浜松市の人口動態における２つの特徴 
浜松市が毎月住民基本台帳をもとに発表している2025年10月1日現在の浜松市人口は779,453人
となっており、国勢調査との乖離は13,703人である。（参考：前回調査時乖離10,042人） 
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①日本人人口の減少と外国人人口の増加 
住民基本台帳をもとにした人口推移・世帯推移によると、日本人人口は20年と比較し▲26,812人と
減少しているのに対し、外国人人口は5,505人増加している。全体的な傾向として日本人人口は減
少傾向にある。この大きな要因として、若者世代の東京圏を中心とした転出（社会減）の継続が挙げ
られる。地域別人口移動の推移を見ると、コロナ禍の影響により2020年から22年までは一時的に転
出超過数は減少したものの、24年にはコロナ前の水準に戻っている。特に東京圏への流出が顕著
であり、23年は1,245人の転出超過となった。年齢層別では、男女とも15歳以上29歳以下の若者世
代が大きな割合を占めており、中でも20歳以上24歳以下の女性の転出超過が際立っている。こうし
た若年層、特に婚姻適齢期にある若者の流出は、地域内における婚姻件数の減少や晩婚化を招
き、ひいては出生数の低下という「自然動態による人口減少（自然減）」へと深刻な影響を及ぼしてい
くことが予想される。 
 

　　　　図表②　浜松市の地域別人口移動の推移(日本人のみ)（人） 

 
　　　　　　　　　　　図表③　浜松市年齢別転出超過数（人） 

 
　　　　出所：浜松市作成「浜松市地方創生総合戦略」報告書（令和7年3月）より引用 
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　　　　　　図表④　浜松市の婚姻件数と婚姻率(人口千対)の推移(日本人のみ) 

 
出所：浜松市作成「浜松市地方創生総合戦略」報告書（令和7年3月）より引用 

 
出所：浜松市ホームページ「統計情報」よりしんきん経済研究所にてグラフ作成 

 
 
その反面、製造業をはじめとする地域産業の労働力需要などを背景に、外国人人口は増加を続け
ている。これにより、地域社会における多文化共生への対応や、外国人住民をターゲットとした新し
いサービス需要が底堅く推移していくことが予想される。 
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②人口減少下における世帯数の増加 
総人口が減少傾向にあるにも関わらず、最も注目すべき現象として世帯数の増加が挙げられる。こ
の主な要因は、「核家族化」の進行による高齢者の独居及び未婚化・晩婚化による独居の増加と推
察される。こうした世帯の核家族化は、費やした時間に対する効率の良さや満足度を意味する「タイ
パ」を重視するライフスタイルへの移行を加速させている。 
 

 
出所：浜松市ホームページ「住民基本台帳による人口と世帯数」より作成 

 
 
Ⅲ　世帯数増加と地域性を背景とした「県外資本スーパー」の進出加速 
この「世帯数の増加」は、市場性という観点において浜松市が極めて魅力的なマーケットであること

を示している。人口が減少しても、日々の生活必需品や食料品を消費する単位である「世帯」が増加

しているためである。 
近年、浜松市内では県外資本のスーパーマーケットによる新規出店が続いているが、これには前述

の世帯数の増加に加え、浜松市特有の地域性が大きく起因している。 
第一に、製造業を中心とした工業都市であるため、市民の所得水準が高く、かつ安定していること。

第二に、広大な市全域と車社会を前提としたライフスタイルにより、大型の新規店舗用地を探しやす

く出店コストの調整がしやすいことである。これらにより、外部資本にとって参入インセンティブの高

い有望な市場となっている。 
実際に、独自の強みを持つ県外資本のスーパーの進出が相次いでいる。2024年11月には、独自の
事業部制で展開する「ロピア（神奈川県発祥）」が県内初出店となる店舗を中央区にオープンした。ま

た同じく24年11月に、24時間営業のディスカウントストア「トライアル（福岡県発祥）」が県内初のス
マートストアを中央区に出店したのを皮切りに、26年4月には県内最大規模となる「メガセンタートラ
イアル浜北店」を、同年6月には「スーパーセンタートライアル浜松葵西店」をオープンさせ急速に出
店を拡大している。加えて、25年2月には「ベイシア（群馬県発祥）」が、食のテーマパークを掲げる業
態で県内では10年ぶりとなる新規出店を中央区に果たした。こうした各社の積極的な動向は、激戦
区・浜松市場のポテンシャルの高さを如実に裏付けるものである。 
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Ⅳ　 構造変化がもたらす住宅のダウンサイジング化 
世帯規模の小規模化（単身・核家族化）は、浜松市民の住環境にも大きな変化をもたらしている。 
浜松市の持ち家数は世帯数の増加とともに、2013年から23年の10年間で約1万4千戸増加してい
る。一方で1戸当たりの延べ面積は同期間で約6.7㎡減少しており、住宅のダウンサイジングが進展
している。近5年間での延べ面積の減少は寡少であるが、これはコロナ禍における働き方の多様性
が進展し、自宅が職場の一拠点へと定着されたことで、就労スペースの確保が行われたものと推察

する。今後は建築価格の高騰の影響も重なり、更なるダウンサイジングが予想される。 

 
出所：総務省「住宅・土地統計調査」よりしんきん経済研究所にてグラフ作成 

 
 
Ⅴ　地域ビジネスにおける新たな需要予測と市場の課題 
こうした「住宅のダウンサイジング」や「県外資本スーパーの参入」は、地域ビジネスに新たな需要と

激しい競争をもたらしている。 
 
①外部収納スペース需要の拡大 
分譲マンションを含めた住宅のダウンサイジングにより、自宅内に収納しきれない季節用品（冬物衣

料、スキー用具やゴルフクラブなどのレジャー用品など）を外部に保管する需要が急増している。遊

休地などを活用したコンテナハウスやトランクルーム、手軽に利用できる貸しスペース事業へのニー

ズが市内各エリアで今後更に高まることが予想される。 
この背景には、個人の消費行動の「2極化」、つまり興味を示さない分野や日常の居住空間に対して
は徹底してコストやスペースを抑える一方で、趣味や娯楽といった「自身のライフスタイルにおいて譲

れないもの」に対しては投資を惜しまないという傾向が関係していると推察される。居住空間がダウ

ンサイジングされても趣味の道具は手放さず、外部スペースに費用を投じてでも充実した余暇を維

持したいという考えが、この需要を拡大していくと思われる。 
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図表⑧　トランクルーム所在地と利用実績例（2026年6月現在） 
 
②冷凍食品の躍進と外食の低迷：変化する食文化への対応 
世帯の小規模化とタイパ重視の傾向は、市民の食に対する支出データにも顕著に表れている。 
政令市を含めた県庁所在地を対象とした総務省「家計調査」（2023年〜25年平均）において、冷凍
調理食品消費支出額ランキングで浜松市が全国1位となった。浜松市の同支出額は14,281円と、全
国平均額11,177円の約1.3倍に達しており、これはタイパ重視の食文化が地域に深く定着していること
の明確な表れである。この旺盛な需要を取り込むべく、スーパーや食品小売店は、食品ロスを出さ

ずに手軽に消費できる「少人数向け惣菜の充実」や、長期保存・簡単調理が可能な「冷凍調理食品・

ミールキット（1食分のレシピと、それに必要な食材や調味料がセットになった商品）」の更なるライン
アップ拡充が急務となっている。 
一方で、同調査における浜松市の「外食」支出額は167,447円と、全国平均額186,665円を約2万円も
下回り、全国33位と低迷している。高い所得水準に対して外食への支出が少ないことは、裏を返せ
ば「市民の食に関する予算が、外食ではなく日々のスーパー等での食料品購入（内食・中食）へ大き

く向かっている」ことを意味する。この地域特有の食文化こそが、先に触れた「県外資本スーパーの

相次ぐ進出」を強く惹き付ける要因の一つとなっている。 

 
出所：総務省「家計調査」（2023年〜25年平均）よりしんきん経済研究所にてグラフ作成 
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Ⅵ　地域生存戦略：人口増加を目指した移住戦略及び企業誘致戦略 
自然動態による人口減少を補うため、浜松市では他地域からの移住促進や企業誘致を通じた社会

動態での人口増加戦略が不可欠である。全国の自治体が移住プロモーションを繰り広げる中、他都

市との差別化を図るためのPRポイントは「沖縄を除き、国内で冬にスタッドレスタイヤを必要としない
主要都市」という気候の優位性である。 
政令指定都市において、雪と無縁である環境は希有である。「一生雪かきから解放される」という事

実は、単に「温暖である」という抽象的な表現を超えた経済的・身体的インセンティブとなる。更に通

年でノーマルタイヤでの移動やアウトドア活動を楽しめる環境は、アクティブな単身世帯や子育て世

帯にとって魅力的である。 
この気候特性は、企業やサテライトオフィスの誘致にも最強のBCPの要素となる。他の地方都市が、
大雪で交通網の麻痺やサプライチェーンの分断といった巨額のリスクを抱えるのに対し、浜松市は

冬の気象による経済活動停止リスクは極めて低い。このことは、安定した物流網を求める製造業、

流通企業にとって魅力的である。 
IT企業やサテライトオフィスを誘致することで、若い女性が望む多様な働き方の受皿を作ることに繋
がり、20歳〜24歳以下の女性の転出超過を食い止める一つの策となる。 
 
Ⅶ　三遠南信連携による広域経済圏の構築 
□食の広域バリューチェーン構築（生産・加工・消費の循環） 
浜松市で突出している「タイパ需要（冷凍食品・簡便惣菜）」に対応するため、東三河の豊富な農水

産物や南信州の特産品を原材料として活用する。三遠南信エリアの地元スーパーや食品メーカー

が連携して高付加価値な商品を共同開発し、「地産地消の広域化」を推進する。 
□双方向の交流人口を創出する広域ツーリズムと他拠点居住 
外食支出が低迷する浜松市民に対し、東三河や南信州の自然や食を活かした「非日常の体験」を提

案する一方で、東三河・南信州の住民には浜松市の都市型商業施設や文化体験を提供する。ま

た、「降雪リスクが極めて低い」という浜松市の強みと、南信州の「豊かな四季・自然」という異なるラ

イフスタイルを組み合わせた「三遠南信エリア内での他拠点居住・季節移住」を共同プロモーション

し、圏域全体で人口の流出を防ぐ仕組みを構築する。 
県外の大手資本に対抗し、予測困難な時代を生き抜くためには、東三河、南信州の各地域との戦略

的な連携が不可欠であり、大学進学等で首都圏へ転出した若者を呼び戻すための都市作りを自治

体単独ではなく地域全体として取り組んでいくことが重要である。 
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